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第１ 監査の種類 

定期監査は、地方自治法第 199 条第 4項の規定に基づき、益田地区広域市町村圏事務組合

の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、これらが適正に行われてい

るかどうかを監査するものである。 

 

第２ 監査の範囲 

１ 対象事務事業 

（１）令和 3 年 4 月 1日から令和 3 年 12 月 31 日までの間の、益田地区広域市町村圏事

務組合会計（以下「広域会計」という。）の、予算執行（歳入、歳出、補正及び充流

用等）に関する事務 

（２）令和 2年度広域会計で、対象課が所管する歳出科目「委託料」に関する事務 

 

  ２ 対象課 

議会事務局 

企画振興課 

介護福祉課 

焼却施設課 

監査・公平委員会事務局 

 

第３ 監査の期間 

令和 4 年 1 月 19 日（水）から 同年 2 月 4 日（金）まで 
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第４ 監査の方法 

監査の実施に当たっては、監査対象課に次の表に示す監査資料の提出を求め、提出された

資料に基づき書面監査を実施した後、担当課からの聴取を行った。 

 

 １ 対象課から提出のあった監査資料 

歳入予算
執行状況

歳出予算
執行状況

予算補正・充用・
流用に関する事務

委託料に
関する事務

議会事務局 無 有 無 有

企画振興課 有 有 有 有

介護福祉課 有 有 有 有

焼却施設課 有 有 有 有

監査・公平委員会事務局 無 有 無 無

益田地区広域市
町村圏事務組合

課　名

 

 

２ 説明を聴取した事務事業 

　（１）令和3年度広域会計予算執行状況（4月1日から12月31日まで）

事 業 数
内 繰 越明
許 事 業数

説 明 聴取
事 業 数

内 繰 越明
許 事 業数

事 業 数
内 繰 越明
許 事 業数

説 明 聴取
事 業 数

内 繰 越明
許 事 業数

議会事務局 0 0 0 0 4 0 4 0

企画振興課 5 0 4 0 10 0 7 0

介護福祉課 4 0 0 0 2 0 1 0

焼却施設課 11 0 1 0 8 0 3 0

監査・公平委員会事務局 0 0 0 0 2 0 0 0

合計 20 0 5 0 26 0 15 0

課　名

歳　　　入 歳　　　出

　（２）令和2年度広域会計委託料に関する事務

　　　　委託の分類別事業数及び説明聴取事業数

事業数
説明
聴取
事業数

事業数
説明
聴取
事業数

事業数
説明
聴取
事業数

事業数
説明
聴取
事業数

事業数
説明
聴取
事業数

事業数
説明
聴取
事業数

事業数
説明
聴取
事業数

議会事務局 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0

企画振興課 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 2 1

介護福祉課 2 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 3 2

焼却施設課 0 0 3 0 1 0 1 1 1 0 1 1 7 2

計 2 2 3 0 1 0 1 1 3 0 4 2 14 5

課名等

計保守管理 警備清掃 調査検査 事業運営 厚生福祉 その他
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第５ 監査の要点（監査重点項目） 

 監査の実施に際し、次の事項を基本的な着眼点とした。 

１ 令和 3 年度広域会計予算執行状況（4 月 1 日から 12 月 31 日まで） 

（１） 予算の執行は計画的かつ効率的に行われているか。 

（２） 執行率の低い要因は何か。 

（３） 調定の時期及び手続きは適正か。 

（４） 滞納状況の正確な把握、対策はとられているか。 

（５） 予算流用、予備費充用の手続き及び時期は適正か。 

２ 令和 2 年度広域会計委託料に関する事務 

（１） 委託の目的は明確になっているか。 

（２） 委託の相手方及び選定方法は適切か。 

（３） 委託料の算定根拠は、合理的な基準に基づき行われているか。 

（仕様書は作成されているか。） 

（４） 随意契約の場合、その理由は適正か。 

（５） 契約書は適正に作成されているか。 

（６） 委託料の支出、精算報告は委託契約書の内容に基づき適正に行われているか。 

（７） 委託内容の履行確認は適正に行われているか。また履行期限は守られているか。 

（８） 成果物は契約書に基づき適正に受領されているか。 

（９） 委託の事後評価は行われているか。 

 

第６ 監査の結果 

令和 3 年度広域会計予算執行（4 月～12 月）に関する事務が適正に行われているか、ま

た、令和 2 年度広域会計委託事務が関係法令に基づき適正かつ効率的に執行されているか

に主眼をおき、監査対象とした、益田地区広域市町村圏事務組合が所掌する事業調書の提

出を求めた。その中から抽出した 5 件の委託事業について関係書類の提出を求め、これを

審査するとともに、担当職員から説明聴取を行った。 

その結果、事務処理上の軽易な過誤等が見られたが、予算執行及び委託事業の手続きは、

概ね適正に処理されていると認められた。今後の事務執行にあたり、指摘事項を十分に踏

まえ必要な措置を講じるとともに、関係法令、例規等を遵守し、さらに適正な事務処理に

万全を期されたい。 

 

第７ まとめ 

１ 令和 3 年度広域会計予算執行状況（4 月 1 日から 12 月 31 日まで） 

監査の対象とした、令和 3年度広域会計歳入・歳出予算執行状況（4 月～12 月）は、

5ページから 7 ページの表のとおりである。 

年度末に事務処理が集中することにより過誤が発生しないよう迅速な事務執行に

努められたい。 

今後も、法令に基づく適正な管理を行うとともに予算の効率的運用と厳正な事務処

理が一層望まれる。また、広域振興に資する事業展開を期待する。 
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２ 令和 2 年度広域会計委託料に関する事務 

   今年度も委託料に関する事務を重点項目として監査を実施した。 

事務事業の委託に当たっては法令に適合し、行政責任が確保できること、市民サー

ビスの確保ができることなど、効率性、有効性が求められる。 

    この監査において委託の目的は、大半が「外部の専門知識、技術の活用」となって

いる。 

また、委託業者の選定方法では、「随意契約」の件数が大半を占めている。随意契

約は、競争入札を原則とする契約方法の特例であり、地方自治法施行令で定められて

いる場合に適用されるものである。 

事業については、委託成果の活用に併せ、事後評価も実施されていたが、今一度、

委託業務の目的、効果を見定め、財政状況、公平性等を考慮し、適正な選定方法の検

討が望まれる。 

委託事業については、継続的な事業が数多く占めている。法令を遵守し、契約事務  

の公平、公正、透明性の確保を図り、適正な職務の遂行に努められたい。 



―　資料　―

◆議会事務局

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B C A－B B/A

議会費 621,000 80,410 80,410 540,590 12.9

合計 621,000 80,410 80,410 540,590 12.9

◆企画振興課

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

A B C B－C
対予算
C/A

対調定
C/B

総務費負担金 126,953,000 126,953,000 126,953,000 0 100.0 100.0

広域振興事業基金繰入金 6,733,000 6,733,000 6,733,000 0 100.0 100.0

繰越金 315,000 315,372 315,372 0 100.1 100.0

雑入 0 10,993 10,993 0 ― 100.0

合計 134,001,000 134,012,365 134,012,365 0 100.0 100.0

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B C A－B B/A

一般管理費 1,559,000 1,058,049 233,049 500,951 67.9

企画費 106,733,000 106,524,107 106,524,107 208,893 99.8

予備費 100,000 0 0 100,000 0.0

合計 108,392,000 107,582,156 106,757,156 809,844 99.3

目

１ 令和3年度広域会計予算執行状況（4月1日から12月31日まで）

　監査の対象とした、令和3年度広域会計歳入・歳出予算執行状況（4月1日から12月31日まで）
は、以下の表のとおりである。

〔　歳　入　〕

目

収 入 率

〔　歳　出　〕 （単位：円・％）

（単位：円・％）

〔　歳　出　〕 （単位：円・％）

目

- 5 -



◆介護福祉課

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

A B C B－C
対予算
C/A

対調定
C/B

民生費負担金 29,115,000 29,115,000 29,115,000 0 100.0 100.0

繰越金 2,180,000 2,180,239 2,180,239 0 100.0 100.0

雑入 20,000 5,000 2,500 2,500 12.5 50.0

合計 31,315,000 31,300,239 31,297,739 2,500 99.9 100.0

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B C A－B B/A

介護保険費 21,108,000 14,703,796 14,168,358 6,404,204 69.7

障害者自立支援費 1,488,000 609,854 609,854 878,146 41.0

合計 22,596,000 15,313,650 14,778,212 7,282,350 67.8

◆焼却施設課

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

A B C B－C
対予算
C/A

対調定
C/B

衛生費負担金 586,938,000 586,938,000 440,208,000 146,730,000 75.0 75.0

衛生使用料 15,000 14,380 14,380 0 95.9 100.0

衛生手数料 46,001,000 40,175,888 40,914,254 △ 738,366 88.9 101.8

利子及び配当金 3,000 0 0 0 0.0 -

ごみ焼却場施設維持対策基金繰入金 6,600,000 6,600,000 6,600,000 0 100.0 100.0

繰越金 26,509,000 26,508,760 26,508,760 0 100.0 100.0

延滞金 1,000 0 0 0 0.0 -

雑入 1,000 0 0 0 0.0 -

合計 666,068,000 660,237,028 514,245,394 145,991,634 77.2 77.9

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B C A－B B/A

焼却施設費 657,000,000 327,493,059 320,843,969 329,506,941 49.8

利子 781,000 392,576 392,576 388,424 50.3

合計 657,781,000 327,885,635 321,236,545 329,895,365 49.8

〔　歳　入　〕 （単位：円・％）

〔　歳　入　〕 （単位：円・％）

目

収 入 率

〔　歳　出　〕 （単位：円・％）

目

目

収 入 率

〔　歳　出　〕 （単位：円・％）

目

- 6 -



◆監査・公平委員会事務局

予算現額 支出負担行為額 支出済額 予算残額 執行率

A B C A－B B/A

公平委員会経費 38,000 0 0 38,000 0.0

監査委員費 131,000 7,608 7,608 123,392 5.8

合計 169,000 7,608 7,608 161,392 4.5

目

〔　歳　出　〕 （単位：円・％）
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（１）委託事業の名称

対象課 業務委託の名称

議会事務局 益田地区広域市町村圏事務組合議会会議録作成業務

益田地区広域市町村圏事務組合議会全員協議会音声データ反訳業務

企画振興課 財務書類作成支援業務

職員健康診断業務

介護福祉課 広域認定審査システム機器等更新保守業務（4月～6月）

広域認定審査システム機器等更新保守業務（7月～3月）

職員健康診断業務

焼却施設課 旧益田清掃工場場外清掃業務

益田地区広域クリーンセンター関連施設等場外清掃業務

第1ポンプ場清掃業務

益田地区広域クリーンセンター整備及び運営事業（施設）

益田地区広域クリーンセンター整備及び運営事業（運営）

職員健康診断業務

令和２年度多田自治会住民健康検査業務

２　令和2年度広域会計委託料に関する事務

　監査の対象とした令和2年度広域会計委託業務の名称及び委託の状況は以下のとおりである。
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（２）委託の分類別内訳

分　　類 件数 件数

保守管理 2件 11件

警備清掃 3件 3件

調査検査 1件 14件

事業運営 1件

厚生福祉 3件

その他 4件

計 14件

算　定　方　法 件数 件数

算定基準のあるもの 2件 2件

業者の見積りを参考とするもの 9件 12件

実績を参考とするもの 3件 14件

計 14件

1 業者 2件 12件 第2号 性質又は目的が競争入札に適さない 7件

計 2件 12件 第3号 シルバー人材センター等との特命随意契約 3件

第6号 入札に付することが不利な場合 2件

12件

（４）委託料算定方法別内訳

一般競争入札

（５）委託業者選定方法別内訳

選　定　方　法

一般競争入札

随意契約

計

　　　　　　　　　選定方法

　参加業者数 随意契約

随意契約の事由

（地方自治法施行令第167条の2第1項）

（７）随意契約の事由別内訳

件数

（６）委託業者選定方法別の参加業者数内訳

計

（３）委託の目的別内訳

目　　　　的

外部の専門知識・技術の活用

計

経費削減、効率化
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― 参 考 ― 

 

地方自治法 

  (地方公共団体の法人格とその事務) 

 第二条 

⑭ 地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の福祉の増進に努めるととも

に、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。 

⑮ 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団

体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

 

地方財政法 

  (予算の執行等) 

第四条 地方公共団体の経費は、その目的を達成するための必要且つ最少の限度をこえて、

これを支出してはならない。 

２ 地方公共団体の収入は、適実且つ厳正に、これを確保しなければならない。 

 

地方自治法 

(契約の締結) 

第二百三十四条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意

契約又はせり売りの方法により締結するものとする。 

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに

限り、これによることができる。 

３ 普通地方公共団体は、一般競争入札又は指名競争入札(以下この条において「競争入札」

という。)に付する場合においては、政令の定めるところにより、契約の目的に応じ、予

定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもつて申込みをした者を契約の相手方と

するものとする。ただし、普通地方公共団体の支出の原因となる契約については、政令

の定めるところにより、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした者のうち

最低の価格をもつて申込みをした者以外の者を契約の相手方とすることができる。 

 ４から６ 【略】 
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